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一　般　会　計

歳入と歳出

財産と負債

歳入と歳出について詳しくは、グラフ1〜3の通りです。

市税 市民税や固定資産税などの市に納められる税金
国庫支出金 国から交付される補助金や負担金など
地方交付税 国税として納められた後、地方公共団体の財政需要により配分される税金
繰入金 積み立てられた基金などから引き出すお金
県支出金 県から交付される補助金や負担金など
地方消費税
交付金

県に納められた地方消費税の２分の１に相当する額を、市町村の人口および
従業員数で按分して、各市町村に交付されるお金

繰越金 前年度から繰り越されるお金
諸収入 延滞金、預金利子、貸付金元利収入など
その他 使用料・手数料など

民生費 高齢者や障がい者への生活支援、保育所の運営など福祉のための経費
総務費 住民登録、選挙、交通安全対策、環境対策などの経費
衛生費 ごみ処理や市民の健康の維持・増進などに必要な事業のための経費
教育費 小・中学校での教育、生涯学習などの経費
土木費 道路、河川、公園などの整備のための経費
公債費 市の借金の元金と利子を支払うための経費
消防費 消防、救急活動、防災など市民の安全を守るための経費
商工費 商業・工業の振興を図るための経費
議会費 市議会を運営するための経費
労働費 労働に関する問題対策のための経費
農林水産業費 農業・林業・水産業の振興を図るための経費
諸支出金 支出の性質により、他の支出科目に含まれない経費

　市の財産と負債については、表1・2、グラフ4の通りです。

区　分 令和3年度 令和4年度 増減額等
土　地 98２,998㎡ 980,46１㎡ ▲２,537㎡
建　物 ２55,069㎡ ２54,573㎡ ▲496㎡
基　金 58億9,２93万円 54億950万円 ▲4億8,343万円

有価証券など ２億6,１45万円 ２億6,0１0万円 ▲１35万円

区　分 令和3年度 令和4年度 増減額等
市　債 ２79億１,２04万円 ２55億１,２86万円 ▲２3億9,9１8万円

土地開発公社の借入金 3億7,977万円 0円 ▲3億7,977万円

表1　市の財産

表2　市の負債

市の財政状況を報告

令和4年度決算の概要令和4年度決算の概要

　座間市議会第3回定例会において、市の令和4年度の決算が以下の
通り認定されました。
　市の会計は、行政運営のための基本的な会計である「一般会計」
および「三つの特別会計」、地方公営企業法の適用を受ける「公営企
業会計」に分かれています。
　市の財政がどのように運営され、どのような状況になっているか
を市民の皆さんに広くお知らせするため、決算の概要を公表します。
担当 財政課　☎046（252）8404　 FAX 046（255）3550

※1　�国からもらえる地方交付税の一部が現金で用意できないために、※1　�国からもらえる地方交付税の一部が現金で用意できないために、
一時的に市が肩代わりしているお金など。一時的に市が肩代わりしているお金など。

※2�　�行政・文化の中心拠点である市庁舎、市民文化会館などの施設の※2�　�行政・文化の中心拠点である市庁舎、市民文化会館などの施設の
整備に借りたお金。整備に借りたお金。

※3�　学校や道路などの公共施設をつくるために借りたお金。※3�　学校や道路などの公共施設をつくるために借りたお金。

市核づくり関連債※2

普通債※3

国策債※1

退職手当債

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

扶助費 人件費 公債費 補助費
等

物件費 繰出金 積立金普通建設
事業費

その他

義務的経費

※このグラフは、地方財政状況調査の分類方法を準用しています。

億

その他
1億2,400万円（0.2％）

     

27億
3,360万円
（5.6％）

78億
3,430万円
（16.1％）

78億
3,430万円
（16.1％）

35億
9,070万円
（7.4％）

24億
5,788万円
（5.1％）

22億
4,916万円
（4.6％）

49億
4,586万円
（10.2％）

11億
3,398万円
（2.3％）

社会
福祉費
44億

8,289万円
（9.2％）

社会
福祉費
44億

8,289万円
（9.2％）

生活保護費
42億1,381万円（8.7％）

児童
福祉費
71億
147万円
（14.6％）

159億
2,217万円
（32.7％）

159億
2,217万円
（32.7％）

77億
6,007万円
（16.0％）

486億2,772万円
歳入関係
用語解説

歳出関係

グラフ1　歳入総額

グラフ3　性質別歳出内訳

グラフ4　年度別市債残高推移（一般会計）

グラフ2　歳出総額

総　額

A市税�・・・・・・194億2,931万円（38.0％）
B国庫支出金

 �・・・・・・・・・・・132億8,222万円（25.9％）
C地方交付税

 �・・・・・・・・・・・・・・・35億6,632万円（7.0%）
D繰入金�・・・・・・・34億5,986万円（6.8%）
E 県支出金�・・・・30億8,625万円（6.0%）
F 地方消費税交付金
　�・・・・・・・・・・・・・・・・29億1,630万円（5.7%）
G繰越金�・・・・・・・24億4,227万円（4.8%）
H諸収入�・・・・・・・・・6億8,254万円（1.3%）
I その他�・・・・・・・23億1,382万円（4.5%）

A民生費�・・・・238億2,967万円（48.9%）
B総務費�・・・・・75億7,372万円（15.6%）
C衛生費�・・・・・・・47億4,665万円（9.7%）
D教育費�・・・・・・・41億1,538万円（8.5%）
E 土木費�・・・・・・・29億7,085万円（6.1%）
F 公債費�・・・・・・・27億3,360万円（5.6%）
G消防費�・・・・・・・18億2,534万円（3.7%）
H商工費�・・・・・・・・・4億6,753万円（1.0%）
I 議会費�・・・・・・・・・2億7,490万円（0.6%）
J 労働費�・・・・・・・・・・・・・・7,971万円（0.2%）
K農林水産業費�・・・・・・7,144万円（0.1%）
L 諸支出金�・・・・・・・・・・・・・・119万円（0.0%）

511億
7,889万円

歳　入
A

B

C

D

E

F
G

H

I

486億
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公　営　企　業　会　計

市の財政の健全度をチェック

特　別　会　計

　この事業は、国民健康保険被保険者の方に納めていただ
く保険税などから、医療費を支払う事業です。

　この事業は、介護保険被保険者の方に納めていただく保
険料などから、介護サービスを実施する事業です。

　この事業は、後期高齢者医療被保険者の方に納めていた
だく保険料などから、療養費などを支払う事業です。

　水道事業と公共下水道事業は、公営企業会計を適用し、独立採算により運営しています。令和4年度決算の収支はグラフ5・6の通りです。

　水道料金を主な収入として、皆さんのご家庭などへ水道水を供給する事業です。 　下水道使用料を主な収入として、下水道管の埋設や維持管理をする事業です。

担当 経営総務課　☎046（252）7513　 FAX  046（257）4155

担当 財政課　☎046（252）8404　 FAX  046（255）3550

19億
6,363万円

27億
3,686万円

4億
7,427万円

18億
7,372万円

24億
692万円

9億
2,301万円

収益的収支 経営活動に関する収支（消費税などを含まない） 収益的収支 経営活動に関する収支（消費税などを含まない）

資本的収支 施設整備に関する収支（消費税などを含む）

※損益勘定留保資金…減価償却費などの現金支出を伴わない費用を累計した資金※損益勘定留保資金…減価償却費などの現金支出を伴わない費用を累計した資金

　令和4年度決算について、健全化判断比率と資金不足比率の算定を行
った結果、いずれも国が定めた早期・経営健全化基準を大きく下回ってお
り、財政の健全性は保たれています。

表3　健全化判断比率の状況

表4　資金不足比率の状況

※�全ての会計において実質赤字額はありません。この場合、実質赤字比率、連結実質赤字比率は「−」※�全ての会計において実質赤字額はありません。この場合、実質赤字比率、連結実質赤字比率は「−」
と表記し、参考までに黒字の程度を（▲）で表示しています。と表記し、参考までに黒字の程度を（▲）で表示しています。

※�全ての会計において資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「−」と表記し、参考まで※�全ての会計において資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「−」と表記し、参考まで
に資金剰余の程度を（▲）で表示しています。に資金剰余の程度を（▲）で表示しています。

　表3の指標のうち一つでも基準を超えるも
のがあると、「財政健全化計画」の策定・実施、
国の関与、地方債の起債制限などの措置が講
じられます。また、表4の資金不足比率に基準
を超えるものがあると「経営健全化計画」の
策定・実施などを行わなくてはなりません。
※�健全化判断比率と資金不足比率について詳
しくは、市ホームページをご覧ください。

A県支出金
　88億4,605万円（65.4%）
B国民健康保険税
　26億8,805万円（19.9%）
C繰入金
　18億5,828万円（13.7%）
D繰越金
　9,577万円（0.7%）
E その他
　4,556万円（0.3%）

A支払基金交付金
　23億5,594万円（23.9%）
B保険料
　22億2,028万円（22.5%）
C国庫支出金
　19億4,956万円（19.8%）
D繰入金
　18億3,109万円（18.5%）
E 県支出金
　12億7,691万円（12.9%）
F その他
　2億3,204万円（2.4%）

A後期高齢者医療保険料
　14億7,154万円（79.4%）
B繰入金
　2億9,510万円（15.9%）
C繰越金
　8,425万円（4.5%）
Dその他
　274万円（0.2%）

A保険給付費
　87億4,477万円（64.9%）
B国民健康保険事業費納付金
　36億1,315万円（26.9%）
C基金積立金
　7億2,944万円（5.4%）
D総務費
　2億4,906万円（2.0%）
E 保健事業費
　8,430万円（0.6%）
F その他
　2,336万円（0.2%）

A保険給付費
　84億4,957万円（88.6%）
B地域支援事業費
　5億3,803万円（5.6%）
C総務費
　3億2,915万円（3.4%）
Dその他
　2億2,493万円（2.4%）

A後期高齢者医療広域連合納付金                                                      
　17億7,966万円（97.2%）
B総務費
　4,543万円（2.5%）
C諸支出金
　487万円（0.3%）

国民健康保険事業特別会計 介護保険事業特別会計 後期高齢者医療保険事業特別会計

135億
3,371万円

歳　入
AB

C

D E

134億
4,408万円

歳　出
A
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D E F

98億
6,582万円

A
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歳　入

95億
4,168万円

歳　出

A

B

DC

18億
5,363万円

歳　入

A

B

C D

B C

18億
2,996万円

歳　出

A

グラフ5　水道事業会計 グラフ6　公共下水道事業会計

収入 収入

収入

支出 支出

支出

A営業収益（水道料金など）16億4,267万円（83.65％）
B営業外収益（水道利用加入金など）3億1,593万円（16.09％）
C特別利益503万円（0.26%）

A営業収益（下水道使用料など）19億7,359万円（72.11％）
B営業外収益（他会計補助金など）7億6,315万円（27.88％）
C特別利益12万円（0.01%）

A有価証券償還収入1億円（21.09%）
B企業債3億6,660万円（77.30%）
C負担金608万円（1.28%）
Dその他159万円（0.33%）

E 不足額
　�4億4,874万円（損益勘定留保
資金（※）などにより補塡）

A減価償却費 6億3,768万円（34.04%）
B受水費4億435万円（21.58%）
C委託料3億1,522万円（16.82%）
D人件費1億5,290万円（8.16%）

A減価償却費13億9,790万円（58.08%）
B流域負担金5億1,362万円（21.34%）
C支払利息1億8,380万円（7.64%）�
D人件費7,711万円（3.20%）

A建設改良費7億7,703万円（84.18%）
B企業債償還金1億4,598万円（15.82%）

E 動力費1億5,223万円（8.12%）
F その他2億1,134万円（11.28%）
G純利益8,991万円

E 委託料1億4,219万円（5.91%）
F その他9,230万円（3.83%）
G純利益3億2,994万円

A A

A

A A

A

B B

B

B B

B

C C

C

C CD

D

2億
6,641万円

14億
7,145万円

資本的収支 施設整備に関する収支（消費税などを含む）

※損益勘定留保資金…減価償却費などの現金支出を伴わない費用を累計した資金※損益勘定留保資金…減価償却費などの現金支出を伴わない費用を累計した資金

収入

支出

A企業債1億8,840万円（70.72%）
B補助金4,693万円（17.61%）
C負担金3,108万円（11.67%）

D不足額
　�12億504万円（損益勘定留保
資金（※）などにより補塡）

A企業債償還金13億724万円（88.84%）
B施設建設費1億3,172万円（8.95%）
C流域下水道建設費3,249万円（2.21％）

A

A

B

B

C DE

E

E

F

F

G

特　別　会　計

G

C

指　標 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 ―（▲8.34％）（赤字はありません） １２.03％ ２0.00％
連結実質赤字比率 ―（▲１8.4１％）（赤字はありません） １7.03％ 30.00％
実質公債費比率 １.7％ ２5.0％ 35.0％
将来負担比率 １0.１％ 350.0％ ―

公営企業会計名 資金不足比率 経営健全化基準 財政再生基準
水道事業会計 ―（▲１１3.２％）（資金不足はありません） ２0.00％ ―公共下水道事業会計 ―（▲１5.7％）（資金不足はありません）

D
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